
貸 借 対 照 表

令和 2年12月31日　現在

株式会社　情報戦略テクノロジー （単位：    円）

資産の部

【流動資産】

現 金 及 び 預 金   1,003,251,629

売 掛 金     386,069,474

貯 蔵 品          38,000

立 替 金      13,445,634

前 払 費 用      15,729,450

短 期 貸 付 金       9,838,470

未 収 入 金       3,286,891

貸 倒 引 当 金     -11,887,632

流 動 資 産 合 計   1,419,771,916

【固定資産】

【有形固定資産】

建 　 物       1,130,337

建 物 附 属 設 備      10,781,109

車 両 運 搬 具       1,720,288

工 具 器 具 備 品       2,655,824

一 括 償 却 資 産       2,082,755

土 　 地         140,846

有 形 固 定 資 産 合 計      18,511,159

【無形固定資産】

ソ フ ト ウ ェ ア       3,760,000

無 形 固 定 資 産 合 計       3,760,000

【投資その他の資産】

出 資 金          50,000

関 係 会 社 出 資 金      20,000,000

敷 　 金      52,216,405

差 入 保 証 金       1,050,000

長 期 前 払 費 用       1,104,631

繰 延 税 金 資 産      24,290,036

保 険 積 立 金      28,622,001

預 託 金          14,980

会 員 権       5,100,000

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計     132,448,053

固 定 資 産 合 計     154,719,212

【繰延資産】

新 株 発 行 費 用       1,666,668

繰 延 資 産 合 計       1,666,668

資 産 の 部 合 計   1,576,157,796



負債の部

【流動負債】

買 掛 金     310,745,583

短 期 借 入 金     347,714,202

未 払 金     100,858,797

未 払 費 用       4,231,875

未 払 法 人 税 等      41,117,600

未 払 消 費 税      63,717,900

預 り 金       6,504,135

賞 与 引 当 金      38,949,730

流 動 負 債 合 計     913,839,822

【固定負債】

長 期 借 入 金     538,512,000

固 定 負 債 合 計     538,512,000

負 債 の 部 合 計   1,452,351,822

純資産の部

【株主資本】

資 本 金      50,000,000

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金      73,797,134

( う ち 当 期 純 利 益 金 額 )     -93,006,831

そ の 他 利 益 剰 余 金 合 計      73,797,134

利 益 剰 余 金 合 計      73,797,134

株 主 資 本 合 計     123,797,134

【新株予約権】           8,840

純 資 産 の 部 合 計     123,805,974

負 債 及 び 純 資 産 合 計   1,576,157,796



注 記 表

株式会社　情報戦略テクノロジー

この計算書類は、「中小企業の会計に関する基本要領」によって作成しています。

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１. 固定資産の減価償却の方法

　　有形固定資産　　　法人税法の規定による定率法

 

２. 引当金の計上基準

　　貸倒引当金　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について法

　　　　　　　　　　　人税法の規定による法定繰入率により計上するほか、個々の

　　　　　　　　　　　債権の回収可能性を勘案して計上しています。

３. その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

貸借対照表に関する注記

１. 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　29,602千円

株主資本等変動計算書に関する注記

１. 当該事業年度の末日における発行済株式の数　　　　8,500,000株


